
意 見 募 集 要 領

１ 意見募集対象

①健康保険法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等に関する政令

案

②健康保険法施行規則等の一部を改正する省令案

③健康保険法等の一部を改正する法律、健康保険法等の一部を改正する法律の施行に伴

う関係政令の整備等に関する政令、健康保険法施行規則等の一部を改正する省令の施

行等に伴う関係告示の改正案

２ 資料入手方法

意見募集対象となる政令案及び告示案の概要については 電子政府の総合窓口 e、 ［

－Ｇov］ （http://www.e-gov.go.jp）の「パブリックコメント」欄に掲載すると

ともに、連絡先窓口において閲覧に供することとします。

３ 意見の提出方法

意見書（別紙様式）に氏名及び住所（法人又は団体の場合は、名称、代表者の氏

）、 （ ）名及び主たる事務所の所在地 並びに連絡先 電話番号又は電子メールアドレス

を明記の上、意見提出期限までに、次のいずれかの方法により提出してください。

ご記入いただいた氏名及び住所（法人又は団体の場合は、名称、代表者の氏名及

）、 （ ） 、び主たる事務所の所在地 並びに連絡先 電話番号又は電子メールアドレス は

提出意見の内容に不明な点があった場合等の連絡・確認のために利用します。

なお、意見書は、日本語で記入しください。

（１）電子メールを利用する場合

電子メールアドレス： .jpkenpo1810@mhlw.go

厚生労働省保険局保険課 あて

※メールに直接意見の内容を書き込むか、添付ファイル（ファイル形式はテキ

ストファイル、マイクロソフトWordファイル又はジャストシステム社一太郎フ

ァイル）として提出してください。

なお、電子メールの受取可能最大容量は、５ＭＢとなっていますので、それ

を超える場合は、ファイルを分割するなどした上で提出してください。

（２）郵送する場合

〒１００－８９１６ 東京都千代田区霞が関１－２－２

厚生労働省保険局保険課 あて

（３）ＦＡＸを利用する場合

ＦＡＸ番号：０３－３５０４－１２１０

厚生労働省保険局保険課 あて

（担当に電話連絡後、送付してください）

－34－



４ 意見提出期限

平成１８年８月６日（日）午後５時（必着 （郵便についても、募集期間内の必）

着とします ）。

５ 留意事項

意見が１０００字を超える場合、その内容の用紙を添付してください。

提出されました意見は、電子政府の総合窓口［e－Ｇov］パブリックコメント・

意見募集案内（http://www.e-gov.go.jp）の「パブリックコメント欄」に掲載する

ほか、厚生労働省保険局保険課において配布します。

なお、意見を提出された方の氏名（法人等にあってはその名称）やその他属性に

関する情報を公表する場合があります（匿名希望、及びご意見も含めた全体につい

て非公表を希望する場合は、意見提出時にその旨お書き添え願います 。また、意。）

見に対する個別の回答はいたしかねますので、あらかじめご了承ください。
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別紙様式

意 見 書
平成 年 月 日

厚生労働省保険局保険課 あて

郵便番号：〒 －

住 所：

氏名（注１ ：）

電話番号：

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

①健康保険法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等に関する政令

案

②健康保険法施行規則等の一部を改正する省令案

③健康保険法等の一部を改正する法律、健康保険法等の一部を改正する法律の施行に伴

う関係政令の整備等に関する政令、健康保険法施行規則等の一部を改正する省令の施

行等に伴う関係告示の改正案

に関して意見を提出いたします。

（以下に意見を記載する。別紙に記載する場合は「別紙に記載」と記載し、意見を記載し

た別紙を添付する ）。

注１ 法人又は団体にあっては、その名称及び代表者の氏名を記載すること。

注２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。別紙に記載する場合はページ

番号を記載すること。
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「健康保険法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の

整備等に関する政令案」の概要 

 
 
 
１．健康保険組合関係 

① 地域型健康保険組合が不均一の保険料率とする場合の要件 

地域型健康保険組合が、不均一の一般保険料率の決定の認可を受けようと

するときは、合併前の健康保険組合を単位に複数の一般保険料率を設定し、

これらの一般保険料率及びこれらを適用する期間について、組合会において

組合会議員の定数の三分の二以上の多数により議決しなければならないこと

とする。 

    

〔改正政令〕 

  ・健康保険法施行令 第２５条の２（新設） 

 

② 指定健康保険組合の要件の見直し 

〔①経常収支が赤字かつ②ア積立金の少ない状態が継続する等の財政窮迫

又はイ小規模〕という現行の指定健康保険組合の指定要件について、小規模

であっても財政が安定している組合があること及び財政窮迫になるおそれが

ある組合に対する重点的な指導を行う観点から、〔①経常収支が赤字かつ②積

立金の少ない状態に至った等の財政窮迫〕という要件に改めることとする。 

   

〔改正政令〕 

  ・健康保険法施行令 第２９条 

 
 
 
２．保険医療機関等の指定の欠格事由等の設定 

  保険医療に携わることが適当ではない保険医療機関若しくは保険薬局、保険

医若しくは保険薬剤師又は指定訪問看護事業者を制度の対象から除外すること

ができるよう、その欠格事由や取消要件として、「健康保険法その他国民の保健

医療に関する法律の規定により罰金の刑に処せられたとき」等を法定したとこ

ろであり、その対象法律として、①医療保険に関する法律である国民健康保険

法、老人保健法等、②医療機関等を規制する法律である医療法、薬事法、③医

療従事者を規制する法律である医師法、薬剤師法、保健師助産師看護師法等を

定めることとする。 

 

 〔改正政令〕 

  ・健康保険法施行令 第３３条の３（新設） 
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３．現金給付の見直し 

 現金給付について、少子化対策等の観点も踏まえ、給付の重点化を図ることと

し、埋葬料及び出産育児一時金について、以下の見直しを図ることとする。 

 

① 埋葬料の金額の見直し 

・埋葬料 （最低保障額） １０万円 → （一律）５万円 

・家族埋葬料  （一律） １０万円 → （一律）５万円 

 

 〔改正政令〕 

  ・健康保険法施行令 第３５条、第４０条 

・船員保険法施行令 第２５条、第２６条 

・国家公務員共済組合法施行令 第１１条の３の８ 

・地方公務員等共済組合法施行令 第２３条の６ 

 

② 出産育児一時金の金額の見直し 

・出産育児一時金（家族出産育児一時金） 

            ３０万円 → ３５万円 

   

 〔改正政令〕 

  ・健康保険法施行令 第３６条 

・船員保険法施行令 第１２条 

・国家公務員共済組合法施行令 第１１条の３の７ 

・地方公務員等共済組合法施行令 第２３条の４、第２３条の５ 

 

③ 船員保険における付加給付の支給 

船上、海上等での死亡の場合は移送等に費用を要する等の船員としての特

殊性に鑑み、職務外の事由による葬祭料及び家族葬祭料に併せて以下の額の

付加給付を行うこととする。 

・葬祭料 標準報酬月額の２ヶ月分から葬祭料を控除した額 

・家族葬祭料 標準報酬月額の２ヶ月分の１００分の７０から家族葬祭料を

控除した額 

 

〔改正政令〕 

  ・船員保険法施行令第３条ノ２（新設） 
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４．高額療養費の見直し 

 高額療養費について、医療を受ける者と受けない者の負担の公平化等の観点か

ら、自己負担限度額等について、以下の見直しを図ることとする。（別添１）高

額療養費制度における自己負担限度額等の見直し 

 

① ７０歳未満の者 

（ⅰ）一般所得者 

       ○算定基準額（自己負担限度額） 

         ・定額部分：72,300 円 → 80,100 円 

         ・多数該当（※）：40,200 円 → 44,400 円 

            ※ 過去１２ヶ月に３回以上高額療養費の支給を受け４回目の支給に該

当する場合 

  

  （ⅱ）上位所得者 

       ○上位所得者の範囲 

         ・被用者保険：（標準報酬月額）５６万円 →  ５３万円 

     ・国民健康保険：（年間所得）６７０万円 → ６００万円 

       ○算定基準額 

         ・定額部分：139,800 円 → 150,000 円 

         ・多数該当： 77,700 円 →  83,400 円 

             

② ７０歳以上の者 

（ⅰ）一般所得者 

       ○算定基準額 

         ・入院：40,200 円 → 44,400 円 

               

  （ⅱ）現役並み所得者 

       ○算定基準額 

         ・入院：定額部分 72,300 円 → 80,100 円 

                多数該当 40,200 円 → 44,400 円 

         ・外来：     40,200 円 → 44,400 円 

               

③ 人工透析患者 

    ○７０歳未満の上位所得者 

・算定基準額 10,000 円 → 20,000 円 

 

 〔改正政令〕 

  ・健康保険法施行令 第４２条、第４３条第１項 

－39－



・老人保健法施行令 第１５条、第１６条第１項 

・国民健康保険法施行令 第２９条の３、第２９条の４第１項 

・船員保険法施行令 第１０条、第１１条第１項 

・国家公務員共済組合法施行令 第１１条の３の５、第１１条の３の６第１

項 

・地方公務員等共済組合法施行令 第２３条の３の４、第２３条の３の５第

１項 

 

 

 

 

５．国民健康保険の国庫負担金及び被用者保険等保険者拠出金等の算定方法

の見直し 

高額な医療費の発生が市町村国保財政に与える影響を緩和するため、平成 

１８年度から平成２１年度の各年度において、レセプト１件あたり８０万円を

超える医療費を対象として、国及び都道府県による財政支援と各市町村の拠出

により都道府県単位で高額医療費共同事業が実施される。 

平成１８年１０月からは、市町村間の保険料の平準化と国保財政の安定化を

図るため、高額医療費共同事業と併せて、レセプト１件あたり３０万円を超え

る医療費を対象として、都道府県単位で各国民健康保険連合会が徴収した各市

町村の拠出金を基に、各市町村に対し交付金を交付する保険財政共同安定化事

業が実施されるため、以下の交付金及び拠出金の算定方法につき必要な規定の

整備を行う。 

 

 ○保険財政共同安定化事業交付金の算定方法 

各市町村に交付する交付金は、３０万円を超える医療費のうち市町村が負担

する部分から、高額医療費共同事業交付金の額を除いた額とする。 

 

             ×          － 
３０万円を超える医療
費の８万円（※１）を
超える部分の合算額 

高額医療費共同
事業交付金 

１００分の５９（※２）

 

※１ 「８万円」について 

交付金の対象は、交付対象となる医療費から自己負担分を除いた部分とするため、

自己負担分として、平均的な高額療養費の基準額（自己負担限度額）を勘案し、一律

８万円を控除する。 

※２ 「１００分の５９」について 

保険給付に対する国庫負担金（３４％）及び都道府県財政調整交付金（７％）を除

いた部分を交付の対象とする。 

 

○標準保険財政共同安定化事業拠出金の算定方法 

各市町村の拠出金は、その半分ずつを対象となる医療費の実績（実績比例）

と被保険者数（人数比例）に基づいて算出する。 
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○標準保険財政共同安定化事業拠出金の算定方法（※３） 

 

 

 ×   × 

 

都道府県内の全会員市
町村の保険財政共同安
定化事業基準拠出対象
額の合算額 

各会員市町村の保険財政共同安定化事業拠出対象
額の総額（前々年度及び直前の２箇年度の合算） １ 

２ 

 

 

＋   ×   × 

都道府県内の全会員市町村の保険財政共同安定化
事業拠出対象額の総額（前々年度及び直前の２箇年
度の合算） 

各会員市町村の一般被保険者数（前々年度） 
都道府県内の全会員市
町村の保険財政共同安
定化事業基準拠出対象
額の合算額 

１ 
２ 都道府県内の全会員市町村の一般被保険者

数（前々年度） 
 

 

※３ 標準保険財政共同安定化事業拠出金の算定について 

各市町村の拠出金は、対象となる医療費の実績（実績比例）と被保険者数（人数比

例）に基づいて算出する。 

 

〔改正政令〕 

・ 国民健康保険の国庫負担金及び被用者保険等保険者拠出金等の算定等に関

する政令 附則第１４条から第１８条まで 

 

 ６．その他 

 

その他健康保険法等の法律改正に伴う厚生労働大臣の権限を地方社会保険事

務局長に委任する等に関する規定の整理や特定承認保険医療機関の承認に関す

る規定の削除、健康保険法施行令等の改正に伴う高額療養費に関する規定の整理

その他関係政令の規定の整理を行う。 

 

〔改正政令〕 

・健康保険法施行令 第６３条（厚生労働大臣に係る権限の地方社会保険事務

局長への委任） 

・保険医療機関及び保険薬局の指定並びに特定承認保険医療機関の承認並びに

保険医及び保険薬剤師の登録に関する政令 題名、第１条から第３条まで

（特定承認保険医療機関の承認に関する公示等） 

・私立学校教職員共済法施行令 第６条（短期給付に係る国家公務員共済組合

法施行令の準用） 

・防衛庁の職員の給与等に関する法律施行令 第１７条の３から第１７条の８

まで（療養の範囲、高額療養費の支給に関する事項等） 

等 
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 ７．施行日 

 

 平成１８年１０月１日 

  

この政令の施行日前に死亡し又は出産した被用者保険の被保険者若しくは

被保険者であった者又は被扶養者に係る各法の規定による埋葬料若しくは家

族埋葬料又は出産育児一時金若しくは家族出産育児一時金の額については、な

お従前の例による。 
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「健康保険法施行規則等の一部を改正する省令案」の概要 

 
 
 
１．健康保険における災害時の一部負担金の減免等の要件の設定 

○ 健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）（以下「改

正法」という。）による改正後の健康保険法等において、「保険者は、災害そ

の他の厚生労働省令で定める特別な事情がある被保険者及びその被扶養者が

一部負担金を支払うことが困難である場合、一部負担金の減免・猶予の措置

を採ることができる」旨法定したところ。 

 

○ この「災害その他の厚生労働省令で定める特別な事情」について、「震災、

風水害、火災その他これらに類する災害により、住宅、家財又はその他の財

産について著しい損害を受けたこと」とする。 

 
〔改正省令〕 

・健康保険法施行規則 第５６条の２（新設） 

・船員保険法施行規則 第２４条ノ２ノ４（新設） 

 
 
 
２．生活療養標準負担額の減額対象者の設定 

○ 改正法による改正後の健康保険法等において、「療養病床に入院する７０歳

以上の者について、食費及び居住費相当として生活療養標準負担額の負担を

求めることとし、所得の状況、病状の程度、治療の内容その他の事情をしん

酌して厚生労働省令で定める者については、標準負担額を軽減する」旨法定

したところ。 

 

○ この標準負担額の軽減の対象となる「所得の状況、病状の程度、治療の内

容その他の事情をしん酌して厚生労働省令で定める者」として、 

① 「所得の状況」をしん酌して、住民税非課税である低所得者を、 

② 「病状の程度」、「治療の内容」をしん酌して、 

ア 重篤な病状として厚生労働大臣が定める病状を有し若しくは常時の医

学的処置として厚生労働大臣が定める治療を要する状態が厚生労働大臣

が定める基準を超えて継続する者 

イ 集中的なリハビリテーションを要する者として厚生労働大臣が定める

病棟に入院している者 

を定めることとする。（別添２）療養病床に入院する高齢者の食費・居住費の

負担（生活療養標準負担額）が軽減される患者について 
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〔改正省令〕 

 ・健康保険法施行規則 第６１条の２（新設） 

・老人保健法施行規則 第２５条の２（新設） 

 

 ３．地域型健康保険組合の要件の設定 

 

○ 改正法による改正後の健康保険法において、地域型健康保険組合は、「指定

健康保険組合、小規模組合その他事業運営基盤の安定が必要と認められる健

康保険組合として厚生労働省令で定めるものを含む合併により設立されたも

のである」旨法定したところ。 

 

○ この「その他事業運営基盤の安定が必要と認められる健康保険組合として

厚生労働省令で定めるもの」として、「一の年度における健康保険組合の保険

給付に要した費用の額を当該年度における当該組合の被保険者の標準報酬月

額及び標準賞与額の総額で除して得た率（いわゆる財源率）が９０‰を超え

る健康保険組合」を定めることとする。 

 

〔改正省令〕 

 ・健康保険法施行規則 第１７０条の２（新設） 

 

 ４．特例退職被保険者に係る保険料納付手続きの整備 

 

○ 改正法による改正後の健康保険法において、特例退職被保険者の資格喪失

要件として、任意継続被保険者と同様、「保険料を納付期日までに納付しなか

ったとき」を追加し、また、「納付の遅延について正当な理由があると特定健

康保険組合が認めたときは除く」ことと法定したところ。 

 

○ この保険料を遅延して納付する際の手続きについて、任意継続被保険者に

係る手続きに倣い、保険料を遅延して納付する理由を記載した申請書を遅滞

なく特定健康保険組合に提出しなければならないこととする。 

 

〔改正省令〕 

・健康保険法施行規則 第１７０条 
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５．その他 

その他健康保険法等の法律改正による入院時生活療養費の新設、保険外併

用療養費への改編、特定承認保険医療機関の削除等に伴う関係省令の規定の

整理等を行う。 

 

〔改正省令〕 

 ・健康保険法施行規則 第５３条、第６２条、第６３条 

等 

 

 

 

６．施行日 

 平成１８年１０月１日 
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健康保険法等の一部を改正する法律、健康保険法等の一部を改正

する法律の施行に伴う関係政令の整備等に関する政令、健康保険

法施行規則等の一部を改正する省令の施行等に伴う関係告示の

改正案の概要 

 
 
１．生活療養標準負担額及び減額対象者の設定 

○ 健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）（以下「改

正法」という。）による改正後の健康保険法等において、「療養病床に入院

する７０歳以上の者について、食費及び居住費相当として、平均的な家計に

食費及び光熱水費の状況等を勘案して、厚生労働大臣が定める生活療養標準

負担額の負担を求めることとし、所得の状況、病状の程度、治療の内容その

他の事情をしん酌して厚生労働省令で定める者については、標準負担額を軽

減する」旨法定したところ。 

 

① このうち、「厚生労働大臣が定める生活療養標準負担額」について、介護保

険との均衡等を踏まえ、別添３（「食費及び居住費の日額の標準負担額」）の

とおり、所得区分等に応じ、具体的な標準負担額を定めることとする。 

② また、「病状の程度、治療の内容をしん酌して厚生労働省令で定める者」に

ついて、健康保険法施行規則等の改正省令案において、 

ア 重篤な病状として厚生労働大臣が定める病状を有し若しくは常時の医学

的処置として厚生労働大臣が定める治療を要する状態が厚生労働大臣が定

める基準を超えて継続する者 

イ 集中的なリハビリテーションを要する者として厚生労働大臣が定める病

棟に入院している者 

を定めることとしているが、別添２（療養病床に入院する高齢者の食費・居

住費の負担（生活療養標準負担額）が軽減される患者について）中の３のと

おり、具体的に、 

アについて、診療報酬上の医療区分２又は３の病状若しくは医学的処置を

定めるともに、それらの状態が継続する日等を基準とすることについて定め、

イについて、回復期リハビリテーション病棟について定めることとする。 

 

〔改正告示〕 

・新たな告示の新設 
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２．高額療養費関係 

○ 高額療養費制度における自己負担限度額が、特例的に所得の多寡を問わず

１万円に縮減している疾病（高額長期疾病）のうち、見直し後、７０歳未満

の上位所得者及びその被扶養者の自己負担限度額を２万円とする疾病として、

人工透析を要する慢性腎不全のみとすることについて、健康保険法施行令等

の改正政令案と合わせて、定めることとする。（別添４ 高額長期疾病（特定

疾病）に係る高額療養費の特例について） 

 

〔改正告示〕 

・新たな告示の新設 

 

 

 

３．高額医療に係るレセプト審査関係 

○ 審査支払機関による高額医療に係るレセプト審査の充実を図るため、社会

保険診療報酬支払基金本部及び国民健康保険中央会での審査を行う高額医療

に係る対象レセプトの点数について、以下のとおり拡大することとする。 

 

  現行 ４２万点以上  →  改正案 ４０万点以上 

 

〔改正告示〕 

・社会保険診療報酬支払基金法第十六条第一項及び国民健康保険法第四十五

条第六項の規定に基づき厚生労働大臣の定める診療報酬請求書 

 

 

 

４．その他 

○ その他健康保険法等の法律改正による入院時生活療養費の新設等に伴う関

係告示の規定の整理等を行う。 

 

 ５．施行日 

 

 平成１８年１０月１日 
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者

低
所

得
者

Ⅰ
②

低
所

得
者

Ⅱ

一
般

（
参

考
）
介

護
保

険
【
改

正
後

】
※
２

【
現

行
】
※
１

（
注
１
）

医
療
保
険
に
お
け
る
食
費
の
日
額
は
平
成
１
８
年
度
か
ら
の
一
食
単
位
化
前
の
負
担
額

（
注
２
）

【
】
は

一
食
単
位
の
負
担
額

（
注

３
）

（
）
は

入
院

４
ヶ
月

目
以

降
の

負
担

額
（
注

４
）

低
所

得
者

Ⅰ
①

の
区

分
は

、
老

齢
福

祉
年

金
受

給
者

を
対

象
と
し
、
低

所
得

者
Ⅰ

②
の

区
分

は
、
現

行
の

低
所

得
者

Ⅰ
の

う
ち
そ
れ

以
外

の
者

を
対

象
と
す
る
。

※
２

難
病

等
の

患
者

の
負

担
は

現
行

の
食

材
料

費
相

当
額

※
１

居
住

費
負

担
は

な
く
、
食

費
負

担
は

食
材

料
費

相
当

額

（別添３）
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（
１
）
現

行

○
人

工
透

析
、
血

友
病

、
Ｈ
ＩＶ
（血

液
製

剤
の

投
与

に
起

因
す
る
Ｈ
ＩＶ
感

染
者

、
２
次

・
３
次

感
染

者
等

に
限

る
。
以

下
同
じ
。
）
患

者
の

高
額

療
養

費
制

度
に
お
け
る
自

己
負

担
限
度

額
は

、
高

額
長

期
疾

病
と
し

て
、
特

例
的
に
、
所

得
の

多
寡

を
問

わ
ず
、
１
万

円
ま
で
縮

減

○
人

工
透

析
患

者
に
つ
い
て
は

、
当

該
１
万

円
を
限

度
と
し
て
、
公

費
負

担
医

療
に
よ
り
、
所

得
に
応

じ
た
費
用
を
負
担

○
血

友
病

、
Ｈ
ＩＶ
患

者
に
つ
い
て
は

、
「
特

別
な
立

場
に
お
か

れ
て
い
る
」
患

者
と
し
て
、
公

費
に
よ
り
、
所

得
の

多
寡

を
問

わ
ず
患

者
負

担
を
一

切
求

め
て
い
な
い
。

（
２
）
見

直
し
の

内
容

○
人

工
透

析
を
要

す
る
７
０
歳

未
満
の

上
位

所
得

者
及

び
そ
の

被
扶

養
者

に
つ
い
て
は
、
高

額
長

期
疾

病
で
な
い
他

の
疾

病
と
同

様
、
所

得
に
応

じ
た
負

担
を
求

め
る
こ
と
と
し
、
自

己
負

担
限

度
額
の

１
万

円
を
２
万
円
に
引
き
上
げ

る
。

高
額
長
期

疾
病
（
特
定

疾
病
）
に
係
る
高

額
療

養
費
の

特
例

に
つ
い
て

（別添４）
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